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第 12 期川西市男女共同参画審議会委員名簿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（任期　令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

 

 名　　前 職業・役職 選出基準 備　考

 
1 和田 　聡子

さ と こ

大阪学院大学教授 学識経験者
継続 

2003.4～

 
2 守　　如子

も り な お こ

関西大学教授 学識経験者
継続 

2017.4～

 
3 松並 　知子

と も こ

 同志社大学嘱託研究員 学識経験者
継続 

2021.4～

 
4 髙坂 　明奈

こ う さ か あ き な

弁護士 学識経験者
継続 

2019.4～

 
5 田渕　義和

よ し か ず

一般社団法人　川西青年会議所 市長指名
新規 

2025.4～

 
6 林  　拓朗

た く ろ う

川西市商工会　推薦 市長指名
継続 

2021.4～

 
7 山田　 靜子

しず こ

兵庫六甲農業協同組合（JA 川西女性会） 市長指名
継続 

2017.4～

 
8 松延 　正登

まつのぶ ま さ と

川西市特・小学校長会 市長指名
新規 

2025.4～

 
9 山田　　　淳

じゅん

　 公募市民
新規 

2025.4～

 
10 井上　　仁司

ひ と し

　 公募市民
新規 

2025.4～
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○川西市男女共同参画審議会規則 
平成１５年３月３１日 

規則第１６号 
（趣旨） 

第１条　この規則は、川西市付属機関に関する条例（昭和５２年川西市条例第３号）第３条の規定に基づき、
川西市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定める
ものとする。  

（所掌事務） 
第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に係る総合的施策の策定及び実

施に関する重要事項について調査審議する。  
（委員） 

第３条　審議会は、委員１２人以内で組織する。 
２　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱又は任命する。 
(1)　学識経験者 
(2)　市民 
(3)　前２号に掲げる者のほか、特に市長が必要と認める者 
３　市長は、前項第２号に掲げる者を委員に委嘱しようとするときは、当該委員を公募し、別に定める方法で 
選考するものとする。 
４　委員が欠けたときは、その都度補欠委員を委嘱し、又は任命しなければならない。 
５　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
６　委員は、再任されることができる。  

（会長及び副会長） 
第４条　審議会に会長及び副会長を置く。 
２　会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 
３　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

（会議） 
第５条　審議会は、会長が招集する。 
２　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

（部会） 
第６条　会長は、必要があると認めるときは、審議会に部会を置くことができる。 
２　部会は、会長が指名する委員で組織する。 
３　部会に、部会長を置く。 
４　部会長は、部会に属する委員のうち、会長が指名するものをもって充てる。 
５　第４条第３項及び前条の規定は、部会長の職務及び部会の会議について準用する。  

（資料の提出等の要求） 
第７条　審議会及び部会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市の機関に対し、資

料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。  
（庶務） 

第８条　審議会の庶務は、市長公室人権推進多文化共生課において処理する。  
（公印） 

第９条　公印は、次のとおりとする。 

２　公印の取扱いについては、川西市公印規則（昭和３９年川西市規則第１３号）の規定を準用する。  
（補則） 

第１０条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、審議会が定める。 
 

付　則 
（施行期日） 

１　この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 
（委員の委嘱の特例） 

２　この規則の施行の日以後、最初に委嘱される第３条第２項第２号の委員は、同条第３項の規定によらずに市
長が委嘱することができる。 
（招集の特例） 

３　この規則の施行の日以後、最初に開かれる審議会は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 
付　則（平成１６年３月２９日規則第１５号）   
この規則は、平成１６年４月１日から施行する。  ※以下省略

 名称 寸法（センチメートル） 用途 個数 保管者

 川西市男女共同参画審議会会長之印 方　２．１ 会長名をもってする文書 １ 市長公室人権推進 
多文化共生課長
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○川西市男女共同参画推進条例 
平成27年6月30日 

条例第25号 
目次　（省略） 

 

前文 
 
すべての人は個人として尊重され基本的人権が保障されるとともに、法の下に平等であることが日本

国憲法でうたわれ、私たちはそれを学び知っています。男女共同参画社会の理念は、この憲法の精神を

日々の暮らしの隅々にまで浸透させ、根づかせるひとつの道筋です。同時に、その実現は、女性に対するあ

らゆる差別撤廃を掲げ、女性の社会的地位向上に努めている国際的な動きと共にあります。 
私たちのまち川西市は、風光明媚な里山など豊かな自然に恵まれた環境の中で、有形、無形の財産を

受け継ぎ、育みながら歴史を紡いできました。そして、誰もが幸福な生活を願い、努力を重ね、今日までの

発展を遂げてきました。 
また、本市は兵庫県内でいち早く「婦人センター」を創設するなど、早くから男女共同参画の推進に取

り組んできました。しかし、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社会慣行は依然として根強

く、私たちが向き合うべき多くの課題が残されています。 
さらに、女性が社会でいきいきと活躍することは、少子高齢化が加速し人口が減少していく状況におい

て、経済の活性化や地域活力の向上に大きく貢献することになります。 
こうした状況を踏まえ、男女の区別なく誰もが社会の対等な構成員として、自らの意思によって家庭、職

場、学校、地域など社会のあらゆる分野の活動に参画できると同時に、均等にその成果を享受し、責任を

担う男女共同参画社会を実現させることが重要です。 
ここに私たちは、様々な世代が集う中で、性別にかかわりなく多様な価値観や生き方を認め合い、互い

に尊重することを通して、「このまちに住んで良かったと誰もが実感できる社会」を実現するためにこの条

例を制定します。 

 
第1章　総則 
 

(目的) 
第1条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市の責務並びに市民、事業者、教育

関係者及び市民公益活動団体の役割を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定める
ことにより、男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、男女共同参画社会を実現す
ることを目的とする。 

 
(定義) 

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
(1)　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保されることにより、均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を
享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(2)　市民　市内に在住、在勤又は在学する者をいう。 
(3)　事業者　市内において事業活動を行う個人又は法人その他団体をいう。 
(4)　教育関係者　市内において学校教育、社会教育、家庭教育その他のあらゆる教育に携わる個人又は

法人その他団体をいう。 
(5)　市民公益活動団体　自発的及び自主的に行われる市民その他不特定かつ多数のものの利益の増

進に寄与することを目的とする活動を行う自治会、コミュニティ、ボランティア、NPO等の団体をいう。 
(6)　セクシュアル・ハラスメント　性的な言動により相手方を不快にさせ、その者の生活環境を害すること

又は性的な言動を受けた相手方の対応により、その者に不利益を与えることをいう。 
(7)　ドメスティック・バイオレンス　配偶者(配偶者であった者を含む。)又は交際相手等親密な関係にある

者(親密な関係にあった者を含む。)の間で行われる身体的、精神的、社会的、経済的又は性的な暴
力をいう。 

(8)　性同一性障害　生物学的な性と性の自己意識が一致しないことにより、精神的な葛藤を抱え、家庭
生活及び社会生活における活動に困難が生じている状態をいう。 

(9)　積極的改善措置　第1号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内におい
て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 
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(10)　ワーク・ライフ・バランス　誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすととも
に、家庭生活、地域生活等との調和を保ち、人生の各段階に応じて多様な生き方を選択及び実現で
きることをいう。 

 
(基本理念) 

第3条　市並びに市民、事業者、教育関係者及び市民公益活動団体(以下「市民等」という。)は、次に掲
げる基本理念にのっとり、男女共同参画を推進するものとする。 

(1)　男女が、個人としての尊厳が重んじられ、性別による差別的取扱いを受けることなく、それぞれの能力
を発揮する機会が確保されること。 

(2)　男女が、性別による固定的な役割分担意識に基づいた社会の制度又は慣行によってその活動を制
限されることなく、自らの意思と責任により多様な生き方を選択できること。 

(3)　男女が、対等な構成員として、社会のあらゆる分野における方針の立案及び意思決定に共同して参
画する機会が確保されること。 

(4)　男女が、互いの協力と社会の支援の下に、子育て、家族の介護その他の家庭生活における活動と、
職場、学校、地域その他の社会における活動とを両立できるよう配慮されること。 

(5)　男女が、対等な関係の下に、互いの性に対する理解を深めるとともに、妊娠、出産等に関して互いの
意思を尊重し、生涯にわたり安全で健康な生活を営むことができるよう配慮されること。 

(6)　男女共同参画の推進は、国際社会における取組と密接な関係を有することから、国際的な協調の下
に行うこと。 

 
(市の責務) 

第4条　市は、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策を総合的に策定し、実施しなけれ
ばならない。 

2　市は、男女共同参画の推進に当たり、必要な体制を整備するとともに、財政上の措置を講ずるよう努め 
なければならない。 

3　市は、男女共同参画の推進に関する施策について、市民等と協働するとともに、国、県及び他の地方公 
共団体と連携して取り組むよう努めなければならない。 

 
(市民の役割) 

第5条　市民は、基本理念にのっとり、男女共同参画に関する理解を深め、社会のあらゆる分野において、
男女共同参画の推進に努めるものとする。 

2　市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
 

(事業者の役割) 
第6条　事業者は、その事業活動において、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に取り組むとともに、

職場における活動と、家庭、地域等における活動とを両立できる職場環境の整備に努めるものとする。 
2　事業者は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
 

(教育関係者の役割) 
第7条　教育関係者は、男女共同参画の推進に果たす教育の重要性を認識し、基本理念にのっとり、教育

を行うよう努めるものとする。 
2　教育関係者は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
 

(市民公益活動団体の役割) 
第8条　市民公益活動団体は、その運営及び活動において、基本理念にのっとり、男女が平等に参画する

機会を確保できるよう努めるものとする。 
2　市民公益活動団体は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものと 
する。 

 
(性別による権利侵害の禁止) 

第9条　何人も、社会のあらゆる分野において、性別による差別的取扱いを行ってはならない。 
2　何人も、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 
3　何人も、ドメスティック・バイオレンスを行ってはならない。 
4　何人も、性同一性障害を有すること又は先天的に身体上の性別が不明瞭であることにより人権侵害を 
行ってはならない。 

 
(公衆に表示する情報に関する配慮) 

第10条　何人も、公衆に情報を表示する際には、性別による固定的な役割分担及び男女間における暴力
を正当化し、又は助長する表現並びに過度の性的な表現を行わないよう努めなければならない。 
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第2章　男女共同参画の推進に関する基本的施策 
 

(男女共同参画計画) 
第11条　市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参

画の推進に関する基本的な計画(以下「男女共同参画計画」という。)を定めるものとする。 
2　市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更するに当たっては、川西市付属機関に関する条例(昭 
和52年川西市条例第3号)別表に規定する川西市男女共同参画審議会(以下「審議会」という。)の意 
見を聴くものとする。 

3　市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。  
(報告書の作成) 

第12条　市長は、毎年度、男女共同参画計画に基づく施策の進捗状況を明らかにする報告書を作成し、こ
れを公表するものとする。  

(調査研究) 
第13条　市は、男女共同参画の推進に関する効果的な施策を策定し、及び実施するために必要な調査研

究を行うものとする。  
(施策の策定等に当たっての配慮) 

第14条　市は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たって
は、男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

2　市は、施策の立案、決定その他の機会において男女間に参画する機会の格差が生じている場合は、積 
極的改善措置を講ずるよう努めるものとする。  

(広報活動等) 
第15条　市は、男女共同参画の推進について、市民等の関心及び理解を深めるため、広報活動その他の

適切な措置を講ずるものとする。  
(活動への支援) 

第16条　市は、市民等が男女共同参画の推進に関して行う活動について、情報の提供その他必要な支援
を行うものとする。 

 
(教育及び学習の機会) 

第17条　市は、家庭、学校、社会その他のあらゆる教育及び学習の機会において、男女共同参画の基本
理念の啓発及び実践に努めるものとする。 

 
(防災及び減災の分野における施策の推進) 

第18条　市は、災害復興を含む防災及び減災の分野において、男女共同参画の視点を取り入れた災害
対策及び被災者支援を推進するため、必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

 
(仕事と生活の調和の推進) 

第19条　市は、男女が共に仕事と家庭生活、地域生活、自己啓発等の活動との調和を図ることができるよ
う、ワーク・ライフ・バランスの視点に立った必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
(拠点施設) 

第20条　市は、川西市男女共同参画センター(川西市男女共同参画センターの設置及び管理に関する条
例(平成14年川西市条例第15号)に基づき設置された施設をいう。)を、男女共同参画を推進する
ための拠点施設とする。 

 
(苦情等への対応) 

第21条　市は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に関し、市民等から苦情又は意見の申出
があったときは、関係機関と協力し、適切かつ迅速な対応をとるものとする。 

2　市は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進を阻害する行為に関し、市民等から相
談の申出があったときは、関係機関と協力し、必要な支援を行うものとする。 

3　市長は、前2項に規定する苦情等への対応について必要があると認めるときは、審議会の意見を聴くこ 
とができる。 

 
 
第3章　雑則 
 

(委任) 
第22条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
 

付　則 
この条例は、平成27年7月1日から施行する。 
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令和７年度 男女共同参画庁内推進体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画推進本部幹事会 

（幹事長：市長公室長）

男女共同参画推進本部 

（本部長：市長　副本部長：副市長）

本市における男女共同参画社会の形成の促進に関する 

施策の総合的かつ効果的な推進を図るため設置 

・施策の総合的な企画及び推進に関すること 

・施策の総合調整に関すること 

・市長が必要と認めること

報　告

意見･助言

報
告

方
針
等

◎ 目標・方針が明確化された施策を重点施策として設定 

◎ 重点施策に関連する複数所管の幹事会幹事等で構成される「重点施策推進部

会」を設置 

◎ 設置された重点施策推進部会ごとに必要に応じてプロジェクトチーム（PT）

を設置 

◎ 男女共同参画研修及び専門担当者研修 

◎ その他重要事項について

重点施策推進部会の設置 
 

○審議会女性委員登用促進部会 

○ワーク・ライフ・バランス推進部会 

○女性に対する暴力対策部会

 
各部会のリーダーが、必要に応じてプロジェクトチーム（PT）を設置

川
西
市
男
女
共
同
参
画
審
議
会
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部会名

重点施策推進部会
担  当  所  管

PT

参画協働課
人権推進多文化共生課
職員課
産業振興課
教育保育職員課

部会名

重点施策推進部会
担  当  所  管

PT

人権推進多文化共生課
総合センター
職員課
産業振興課
地域福祉課
介護保険課
こども政策課
こども若者相談センター
教育保育課
入園所相談課

部会名

重点施策推進部会
担  当  所  管

PT

人権推進多文化共生課
市民課
産業振興課
地域福祉課
障害福祉課
生活支援課
介護保険課
こども支援課
こども若者相談センター
保健センター・予防歯科センター
医療助成・年金課
国民健康保険課
住宅政策課
教育総務課
教育保育課
インクルーシブ推進課
入園所相談課

令和７年度　重点施策推進部会一覧表

基本目標Ⅱ：あらゆる分野での女性活躍の推進（川西市女性活躍推進計画）

基本課題３：政策・方針決定過程への女性の積極的参画促進

審議会女性委員登用促進部会

施策の方向

①審議会などへの女性の登用促進
②自治会、コミュニティ、ＮＰＯなど各種団体における女性役員の登用
促進
③事業所における女性の管理職などへの登用の促進
④市女性職員・教員の職域拡大と管理職などへの登用推進

基本目標Ⅱ：あらゆる分野での女性活躍の推進（川西市女性活躍推進計画）

基本課題４：ワーク・ライフ・バランスの推進

ワーク・ライフ・バランス推進部会

施策の方向

①一人ひとりの働き方の見直しの促進

②事業所に対する啓発の推進

③子育て・介護支援体制の整備

④男性の家事・育児などへの参画促進

⑤市職員ワーク・ライフ・バランスの率先行動の推進

基本目標Ⅳ：あらゆる暴力の根絶

基本課題 ９：配偶者等からのあらゆる暴力（DV)の根絶　（川西市配偶者等からの暴力
対策基本計画）

女性に対する暴力対策部会

施策の方向

①ＤＶ防止に向けた啓発・教育の徹底

②ＤＶ相談体制の充実

③ＤＶ被害者の安全確保

④ＤＶ被害者の自立支援

⑤推進体制の強化

重点施策

重点施策

重点施策
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令和６年度　男女共同参画推進事業（報告）について 

 

１.男女共同参画施策推進体制について 

（1）第 11期男女共同参画審議会（全体会：１回）を開催 

・第１回（８月７日）  

（1）令和５年度男女共同参画プラン進捗状況報告について 

（2）第４次ジェンダー平等推進プランの概要について 

（3）令和６年度　第４次ジェンダー平等推進プランの取り組みについて 

①男女共同参画庁内推進体制について 

②重点施策推進部会について 

（4）男女共同参画センター事業内容について 
 

　（2）男女共同参画推進本部会議の開催（５月２２日） 

　　　　 令和５年度のプラン進捗状況の報告、令和６年度の推進方針の決定など 
　　 

　（3）男女共同参画推進本部幹事会の開催 

　　 　　推進本部会議の方針決定を書面にて報告 
 

２.第４次ジェンダー平等推進プランの推進 

（1）重点施策推進部会の運営　 

・審議会女性委員登用促進部会（１月１５日） 

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進部会（１１月１４日） 

・女性に対する暴力対策部会（１２月１９日） 
 

（2）第４次ジェンダー平等推進プランの進捗状況調査の実施 

・令和６年度末見込みの進捗状況調査を３月に実施 

・調査結果を審議会に報告し、助言をいただいた 

・調査報告書は市ホームページで公開 
　　 

（3）広報誌「ジェンダー平等推進だより」（令和７年３月号）による啓発 

・「名もなき家事」「アンコンシャス・バイアス」「ワーク・ライフ・バランス」「男性育休」など 
 

（4）ジェンダー平等推進社会の実現をめざす活動助成 

性別にかかわりなく、個性と能力を発揮できるジェンダー平等、男女共同参画社会の実 

現にむけ活動している、または、活動しようとしている市民グループが行う啓発活動、調

査研究などの事業を支援するための助成。プレゼンテーションを実施のうえ、選考委員会

を開催し、助成団体を決定。 

◎助成グループ：The Velvet House 

◎助成事業：「ジェンダー平等ってなあに？」みんなのためのクィアフェミニズム 

◎助成金額：43,843 円 
 

（5）人材育成事業 

市民と行政が協働でジェンダー平等、男女共同参画を推進するため、ジェンダー平等、

男女共同参画に関する講演会等のイベントを企画・運営できる人材の育成を目的として、

ジェンダー平等推進市民企画員を募集する。前年度からの企画員４名のうちの３名と新た

に２名を加え、５名で活動。 

◎活動期間：令和６年６月～令和７年３月 
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◎企画内容：講演会の企画・開催 

◎開催日時：令和７年２月２２日 

◎テーマ：パパは女子高生だった～「当たり前」って何？～ 

◎講師：前田良さん（Like myself 代表）　 

 

（6）ジェンダー平等、男女共同参画についての周知啓発 

ワーク・ライフ・バランス（6 月）、ジェンダー平等の視点による防災・災害復興（10

月）をテーマとした啓発ビラ作成・配布など 

 

（7）ワーク・ライフ・バランス講演会の開催（職員課と人権推進多文化共生課の共催） 

◎開催日時：令和７年３月１８日 

◎テーマ：「ワーク・ライフ・バランスで幸せな生き方、働き方へ」 

◎講師：瀧井　智美さん（株式会社 ICB　代表取締役） 

◎対象：市民、事業者、市職員 

 

（8）ＤＶ被害者等支援講習会の開催（人権推進多文化共生課とこども若者相談センターの共催） 

◎開催日時：令和７年３月２１日 

◎テーマ：「ＤＶから被害者と子どもを救い、支援するために」 

◎講師：三野　敬子さん 
　     （認定ＮＰＯ法人女性と子ども支援センターウィメンズネット・こうべ） 

◎対象：川西市ＤＶ防止ネットワーク会議の構成員及び支援に携わる機関の職員・支援員、

市民 
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令和７年度　男女共同参画推進事業（計画）について 

 

１.男女共同参画施策推進体制について 

（1）第 12期男女共同参画審議会（開催日時未定） 

①令和６年度のプラン進捗状況について報告 

②令和７年度のプラン取組についての審議・助言  
 

　（2）男女共同参画推進本部会議の開催（5月 20日） 

　　　   令和６年度のプラン進捗状況の報告、令和７年度の推進方針など 
　　 

　（3）男女共同参画推進本部幹事会の開催 

　　　　 推進本部会議の方針決定の報告など 
 

２　第４次ジェンダー平等推進プランの推進 

（1）重点施策推進部会の運営　 

・審議会女性委員登用促進部会 

・ワーク・ライフ・バランス推進部会 

・女性に対する暴力対策部会 
 

（2）プランの進捗状況調査の実施 

・令和７年度末の進捗状況調査を令和８年３月（年度末確定）に実施 

・調査結果を審議会に報告し、助言をいただく 

・調査報告書は市ホームページで公開 
　　 

（3）広報誌「ジェンダー平等推進だより」（令和８年２月号）による啓発 
 

（4）ジェンダー平等社会の実現をめざす活動助成金 

性別にかかわりなく、個性と能力を発揮できるジェンダー平等社会、男女共同参画社会の

実現にむけ活動している、または、活動しようとしている市民グループが行う啓発活動、調

査研究などの事業を支援する。 

◎１団体に上限５万円を助成 

◎５月２３日 (金) 応募締切（公募中） 

◎６月２５日 (水) プレゼンテーション、選考委員会の開催 
 

（5）人材育成事業 

市民と行政が協働でジェンダー平等、男女共同参画を推進するため、ジェンダ 

ー平等、男女共同参画に関する講演会等のイベントを企画・運営できる人材の 育成を目的

として、ジェンダー平等推進市民企画員を募集する。 

◎募集人員 10 名程度 

◎５月１６日（金）応募締切 

◎活動期間　令和７年６月～令和８年３月３１日 

◎令和８年２月頃のイベント開催を目指し、６月から活動する。 
 

（6）ジェンダー平等、男女共同参画についての周知啓発 

ワーク・ライフ・バランスなどをテーマとした啓発ビラ作成・配布など 
 

（7）ワーク・ライフ・バランス講演会の開催 
 

（8）ワーク・ライフ・バランスの推進などジェンダー平等、男女共同参画に積極的に取り組む

事業所の表彰
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第４次川西市ジェンダー平等推進プラン

進捗状況調査報告書（令和６年度）

市長公室　人権推進多文化共生課



12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価…

自己評価 件数

1 139

2 77

3a 2

3b 0

4 0

項目計 218

自己評価 割合

1 63.8%

2 35.3%

3a 0.9%

3b 0.0%

4 0.0%

割合計 100.0%

第４次川西市ジェンダー平等推進プラン　具体的施策　進捗自己評価まとめ

1．　プランの趣旨にそった事業展開ができた 

2．　プランの趣旨にそった事業展開がある程度できた

3a． プランの趣旨にそった事業展開ができなかったが、次年度以降は実現可能

3b． プランの趣旨にそった事業展開ができなかった。今後も実現は相当困難

4．　その他
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基本
目標

基本
課題

施策
の方向

№ 具体的施策 担当課
進捗
自己
評価

（進捗自己評価1・２）取組み内容
（進捗自己評価３a・３b・４）事業展開ができなかった理由

Ⅰ 人権尊重と
ジェンダー平等
への意識改革

1 ジェンダー平等
に関する意識啓
発の推進

1 ジェンダー平等
に関する広報・啓発
活動の推進

1
ジェンダー平等についての理解を深め、気
づきを促すための講座や講演会を開催しま
す。

人権推進多文
化共生課
（男女共同参画
センター）

1

・平素から、窓口での対応をはじめ、講座・交流会の実施など、あらゆる
機会をとらまえて、ジェンダー平等の意識の啓発に努めている。
・フェスタ講演会「ミニコンサートと防災のお話」では、ジェンダー平等視
点も含んだ内容で開催（講師：石田裕之さん）

Ⅰ 人権尊重
とジェンダー
平等への意識
改革

1 ジェンダー平
等に関する意識
啓発の推進

1 ジェンダー平等
に関する広報・啓
発活動の推進

2
ジェンダー平等推進だよりや、男女共同
参画センター情報紙を発行し、ジェンダー
平等の意識啓発を図ります。

人権推進多文
化共生課

1
市内全戸配布の「ジェンダー平等推進だより」や、市ホームページ、
人権啓発ビラでジェンダー平等の意識啓発を図った。

Ⅰ 人権尊重
とジェンダー
平等への意識
改革

1 ジェンダー平
等に関する意識
啓発の推進

1 ジェンダー平等
に関する広報・啓
発活動の推進

2
ジェンダー平等推進だよりや、男女共同
参画センター情報紙を発行し、ジェンダー
平等の意識啓発を図ります。

人権推進多文
化共生課
（男女共同参
画センター）

1
・市広報「ジェンダー平等推進だより」やセンター情報誌「Hopp」
（せーの）では、ジェンダー平等についてわかりやすく啓発する内容
を掲載し意識啓発を図った。

Ⅰ人権尊重と
ジェンダー平
等への意識改
革

1ジェンダー平等
に関する意識啓
発の推進

2 人権行政推進
プランなどを活用
したジェンダー平
等の取組みの推
進

3

 「川西市人権行政推進プラン」の「女性
の人権課題」「セクシュアル・マイノリティ
（性的少数者）の人権課題」の解決に向
けて、ジェンダー平等の取組みを推進し
ます。

人権推進多文
化共生課

1
人権施策の一環として、女性の人権や性的マイノリティについて、
ワーク・ライフ・バランスの推進やアライなどをテーマに人権啓発ビ
ラやホームページなどで啓発を行った。

Ⅰ 人権尊重
とジェンダー
平等への意識
改革

2 ジェンダー平
等に関する教育
の徹底

1 幼稚園・保育
所・認定こども園・
学校などにおける
ジェンダー平等教
育の推進

4

男女平等教育ガイドライン（基本方針）に
基づき、幼稚園・保育所・認定こども園・
学校での指導方法の研究を行い、実践
力を高めます。

インクルーシブ
推進課

2
ガイドラインに基づき、男女平等教育の指導方法について研究し、
実践している。

第４次川西市ジェンダー平等推進プラン 具体的施策　
進捗自己評価

1　　プランの趣旨にそった事業展開ができた 
2　　プランの趣旨にそった事業展開がある程度できた
3a　プランの趣旨にそった事業展開ができなかったが、次年度以降は
実現可能
3b　プランの趣旨にそった事業展開ができなかった。今後も実現は相
当困難
4　　その他

第４次川西市ジェンダー平等推進プラン具体的施策 令和7年3月31日現在
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